
1 

1 

11. 自然災害と法的責任 

岩間 文雄(中小企業診断士)  090-2637-1164 

地震　：地震発生の確立が高まっている時代
　　　　の防災対策
温暖化：台風、熱帯低気圧、竜巻、洪水等の
　　　　自然災害による安全対策！

予見可能な自然災害における事故

安全配慮義務
(労働契約法第５条)

善管注意義務
(民法第664条)

内部統制システム
(会社法第362条)

従業員・生徒等 ＢＣＰ/事業継続力計画 

 サイバーリスク
取引先、顧客等

への責任

企業規模に関係なく

不可抗力でなく予見可能な時代！

経営者等への責任が発生！

会社役員の方の法的責任 

法律の専門家ではありませんので、誤りがありましたらご容赦ください。 
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① 南海トラフ地震の防災対応(九州から神奈川・千葉) 
② 北海道・三陸沖後発地震注意報 
③ 平安時代の連続地震 
④ 首都圏の３大リスクは? 
⑤ 自然災害による企業等の法的リスク 
⑥ 企業責任は３つの法律が根拠 
⑦ 社員へ安全配慮義務(労働契約法第5条) 
⑧ 善管注意義務(民法644条、会社法330条) 
⑨ 内部統制システム(会社法362条第6号) 
⑩ 東日本大震災判例 その１大川小学校(市と県に責任あり) 
⑪ 東日本大震災判例 その２(銀行に責任なし) 
⑫ 東日本大震災判例 その３(園に責任あり) 
⑬「息子の命、無駄にしない」 
⑭ 防災対策のポイントと３者の対応 
 

項目 



3 

① 南海トラフ地震への防災対応地域 
1 

内閣府防災情報ホームページより 
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② 北海道・三陸沖後発地震注意情報 1 
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③ 平安時代の連続地震 
平安時代初期の関東地方を強い地震が襲った。 
京都の朝廷で編纂された当時の歴史書「日本三代実録」に
は、こう記されている。 
 

 「元慶2年９月２９日夜、京都で地震を感じた。 
この日、関東地方で大きな地震があり、特に相模国 
と武蔵国で揺れが激しかった」 
 

 東京都、神奈川県、埼玉県を合わせた範囲に相当 
する。その被害については「官庁も民家も無事な建 
物は一つもなかった。余震が５、６日続き、圧死者 
は数え切れないほどだった」などと 
記されている。   産経新聞2015/10/5 

1 
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④ 首都圏３大リスクは？ 
1 



7 

⑤ 自然災害による法的リスクの発生 
1 

地震　：地震発生の確立が高まっている時代
　　　　の防災対策
温暖化：台風、熱帯低気圧、竜巻、洪水等の
　　　　自然災害による安全対策！

予見可能な自然災害における事故

安全配慮義務
(労働契約法第５条)

善管注意義務
(民法第664条)

内部統制システム
(会社法第362条)

従業員・生徒等 ＢＣＰ/事業継続力計画 

 サイバーリスク
取引先、顧客等

への責任

企業規模に関係なく

不可抗力でなく予見可能な時代！

経営者等への責任が発生！
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⑥ 企業責任は３つの法律が根拠 
1 
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安全への配慮義務 職場環境への配慮義務

　労働災害発生
・新型肺炎
・ケガ、業務上疾病
・自殺、精神疾患等  

  雇用環境の
　　　　トラブル
・不当解雇/不当労働行為
・セクハラ、パワハラ
・職場内差別等  

 自然災害発生
・地震、津波、噴火

・台風、洪水、
　竜巻、落雷等  

法的責任
の発生

刑事責任

　
・雇用慣行ﾄﾗﾌﾞﾙ
・労働災害
・自然災害
　地震/津波/洪水安全配慮義務違反

(労働契約法第5条

従業員・来店客・生徒等

以前は不可抗力

で済んだが今は

損害保険への対応

民事責任

企業は予見できた可能
性があったか?

企業は回避できた可能
性があったか?

⑦ 社員に対する安全配慮義務(労働契約法第5条) 
1 
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 労働者への安全配慮義務とは 1 
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⑧ 善管注意義務(民法第644条) 

1 
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内部統制チェック

中小規模の会社の監査役
のためにチェックリスト

・リスク管理体制・組織
・リスク管理状況(予防的リスク管理)
・ＩＴリスク・サイバーリスクの評価
・リスク管理の体制・組織
・リスクの評価と統制活動

取締役の業務執行が法令や定款に適合する
ことを確保するために体制を整備する。

・情報と伝達
・個人情報保護法、委託、その他

・企業不祥事の防止
・企業不祥事に向けたリスクアプローチ
・代表取締役が関与する不祥事の防止
・取締役の賠償責任/不正行為
・内部統制制度の構築
・その他

リスク管理

情報管理

不祥事管理

⑨ 内部統制システム(会社法362条４項６号) 
1 
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　　　　　　ＢＣＰは
①重要業務と目標復旧時間の決定

②重要継続戦略(復旧、代替、お互い様)

③業務復旧・再開対応体制の明確化

④継続的改善プロセスの明確化と訓練計画策定

　 事業継続力強化計画認定
①事業継続力強化の必要性認識

②脅威と発生時の被害発生の認識

③必要な事前対策(防災+事業継続+訓練の
  実施を含む)の抽出と実行計画策定

④初動対応体制と行動プロセスの明確化
 (人命安全確保～被害状況把握～顧客報告)

中小企業庁・指導者研修会資料の原図を再作成

　　事業継続力強化計画の目指す姿

①自然災害時の脅威発生時の甚大被害発生の減少

②被害発生時の迅速な行動の実現

③甚大被害発生時にも復旧可能な財務体質や支援体制の
　確保

④現実的な継続的改善プロセスの定着

 内部統制におけるリスク管理 

内部統制リスク管理目標 

ＢＣＰ策定の策定 

事業継続力強化計画策定 

1 



⑩ 東日本大震災判例その1(市と県に責任あり) 

大川小学校 遺族勝訴確定 最高裁2019.10.11 

〇校長や市教委の過失を認定、裁判官５人全員一致。  

〇大川小学校は、津波浸水予定地域に含まれなくても北上川 
 近くにあり津波の危険性は予見できたと判断。 

〇事前の防災対策の不備を指摘した。(地域住民よりもはるかに 
 高いレベルの防災知識が必要とした) 

〇裏山に避難させるべきであったのに、校長以下、教職員の 
 全員が「津波時にどこに逃げるか想定していなかったのが 
 原因」とした。 

〇校長らは学校の実情に沿った危機管理マニュアルの改訂す 
 る義務があった。市教育委員会もマニュアルの不備を是正 
 する指導を怠った。 
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1 
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⑪ 東日本大震災判例その2(銀行に責任無) 1 



16 

⑫ 東日本大震災判例その３(園に責任あり) 1 



⑬「息子の命、無駄にしない」 
      宮城の夫妻、企業防災訴え 

 大震災が起きた10年前の3月11日、七十七銀行女川支店に勤めて 
いた長男、健太さん（当時25）は上司の指示に従って屋上に避難 
し、津波にのまれた。 
 町内にあった他の金融機関の従業員は近くの高台などに逃げ、難 
を逃れたという。「健太は逃げたくても逃げられなかったのではな 
いか」 

東日本大震災10年  

2021年3月10日 日経 
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https://www.nikkei.com/nkd/company/?scode=8341
https://www.nikkei.com/theme/?dw=19020801
https://www.nikkei.com/theme/?dw=19020801
https://www.nikkei.com/theme/?dw=19020801


⑭ 東日本大震災防災等の３者の対応 

防災対策のポイント 大川小 七＋七銀行 日和幼稚園 

1 津波の危険性 予見可能 想定していた 無関心 

2 防災対策 不備 あり なし 

3 危機管理マニュアル 不備 あり 形式的 

4 災害時の逃げ場所 なし あり なし 

5 防災計画策定 不備 あり なし 

6 法的責任の発生 校長/教育委員長 

あり 
支店長なし 園長あり 
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終わり 

1 


